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【介護老人保健施設・介護医療院・（介護予防）短期入所療養介護】 

 

室料相当額の控除（令和７年８月～）について 

 

 

 

 

 

令和７年５月２９日 

 

長崎県 長寿社会課 施設・介護サービス班 
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令和６年度の介護報酬改定 

・介護老人保健施設のうち、「療養型」老人保健施設 と 「その他型」 

・Ⅱ型の介護医療院 

の 多床室（８平方メートル／人以上に限る） の入所者について、 

令和７年８月から、基本報酬から室料相当額を控除し、利用者負担を求めることになりました。（短期入所療養介護も含む。） 

 

・ただし、基準費用額を増額することで、利用者負担第１～第３段階の者については、補足給付により 

利用者負担が増えないようにされています。 

 

背景 

・室料負担の考え方は、施設を生活の場ととらえ、在宅でサービスを受ける人との負担の均衡を図るねらいがあります。 

・介護老人保健施設は、在宅復帰・在宅療養支援を行う施設ですが、「療養型」と「その他型」については、実態として死亡退所が多く

事実上生活の場として選択されていることから、室料負担を求めることとされました。 

参考： 社会保険研究所『令和６年度版 介護保険制度の解説』１６５頁より 
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介護老人保健施設 

 

注８（新） 

介護保健施設サービス費（Ⅰ）の介護保健施設サービス費（ⅲ）及び（ⅳ）、 

介護保健施設サービス費（Ⅱ）の介護保健施設サービス費（ⅱ）、 

介護保健施設サービス費（Ⅲ）の介護保健施設サービス費（ⅱ）、 

並びに 

介護保健施設サービス費（Ⅳ）の介護保健施設サービス費（ⅱ）について、 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護老人保健施設については、室料相当額控除として、 

１日につき２６単位を所定単位数から控除する。 
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老企４０第２の６⑿ 室料相当額控除について 

令和７年８月以降、次に掲げる要件に該当する場合、多床室の利用者に係る介護保健施設サービス費について、室料相当額を控除す

ることとする。 

① 当該介護老人保健施設の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上であること。なお、療養室に係る床面積の合

計については、内法による測定とすること。 

② 令和７年８月から令和９年７月までの間は、令和６年度において、介護保健施設サービス費(Ⅱ)、介護保健施設サービス費(Ⅲ)又は

介護保健施設サービス費(Ⅳ)を算定した月が、介護保健施設サービス費(Ⅰ)を算定した月より多い、つまり７か月以上であること。 

令和９年８月以降は、算定日が属する計画期間の前の計画期間（算定日が計画期間の開始後４月以内の日である場合は、前の計画

期間の前の計画期間）の最終年度において、介護保健施設サービス費(Ⅱ)、介護保健施設サービス費(Ⅲ)又は介護保健施設サービ

ス費(Ⅳ)を算定した月が、介護保健施設サービス費(Ⅰ)を算定した月より多いこと。具体的には、令和９年８月から令和 12 年７月ま

での間は、令和８年度において、介護保健施設サービス費(Ⅱ)、介護保健施設サービス費(Ⅲ)又は介護保健施設サービス費(Ⅳ)を算

定した月が、介護保健施設サービス費(Ⅰ)を算定した月より多い、つまり７か月以上であること。 
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介護医療院 

 

注９（新） 

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅰ）のⅡ型介護医療院サービス費（ⅱ）、 

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅱ）のⅡ型介護医療院サービス費（ⅱ）、 

Ⅱ型介護医療院サービス費（Ⅲ）のⅡ型介護医療院サービス費（ⅱ） 

及びⅡ型特別介護医療院サービス費のⅡ型特別介護医療院サービス費（ⅱ）について、 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護医療院については、室料相当額控除として、 

１日につき２６単位を所定単位数から控除する。 

 



9 

 

 

  

老企４０第２の８⒃ 室料相当額控除について 

令和７年８月以降、当該介護医療院の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上である場合、多床室の利用者に係

るⅡ型介護医療院サービス費及びⅡ型特別介護医療院サービス費について、室料相当額を控除することとする。なお、療養室に係る床

面積の合計については、内法による測定とすること。 
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短期入所療養介護（介護老人保健施設） 

 

注７（新） 

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅲ）及び（ⅳ）、 

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅱ）、 

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅱ） 

並びに 

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅳ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅱ）について、 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所については、 

室料相当額控除として、１日につき２６単位を所定単位数から控除する。 
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老企４０第２の３⒀ 室料相当額控除について 

介護老人保健施設が行う短期入所療養介護に係る室料相当額の控除については６の⑿を、介護医療院が行う短期入所療養介

護に係る室料相当額の控除については８の⒃を準用する。 

※６の(12)は、P7を参照 



12 

 

  

介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設） 

 

注７（新） 

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅲ）及び（ⅳ）、 

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）、 

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅱ） 

並びに 

介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）について、 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所については、 

室料相当額控除として、１日につき２６単位を所定単位数から控除する。 
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老企４０第２の８⑾① 室料相当額控除について 

① 介護老人保健施設が行う介護予防短期入所療養介護令和７年８月以降、次に掲げる要件に該当する場合、多床室の利用者に係

る介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費について、室料相当額を控除することとする。 

イ 当該介護老人保健施設の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上であること。なお、療養室に係る床面積の合

計については、内法による測定とすること。 

ロ 令和７年８月から令和９年７月までの間は、令和６年度において、介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅱ)、(Ⅲ)又は

(Ⅳ)を算定した月が、介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ)を算定した月より多い、つまり７か月以上であること。令和

９年８月以降は、算定日が属する計画期間の前の計画期間（算定日が計画期間の開始後４月以内の日である場合は、前の計画期間

の前の計画期間）の最終年度において、介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅱ)、(Ⅲ)又は(Ⅳ)を算定した月が、介護

老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅰ)を算定した月より多いこと。具体的には、令和９年８月から令和 12 年７月までの間

は、令和８年度において、介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費(Ⅱ)、(Ⅲ)又は(Ⅳ)を算定した月が、介護老人保健施設介

護予防短期入所療養介護費(Ⅰ)を算定した月より多い、つまり７か月以上であること。 
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短期入所療養介護（介護医療院） 

 

注８（新） 

Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（Ⅰ）のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費（ⅱ）、 

Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（Ⅱ）のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費（ⅱ）及び 

Ⅱ型介護医療院短期入所療養介護費（Ⅲ）のⅡ型介護医療院短期入所療養介護費（ⅱ） 

並びにⅡ型特別介護医療院短期入所療養介護費（ⅱ）について、 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護医療院である指定短期入所療養介護事業所については、 

室料相当額控除として、１日につき２６単位を所定単位数から控除する。 
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老企４０第２の３⒀ 室料相当額控除について 

介護老人保健施設が行う短期入所療養介護に係る室料相当額の控除については６の⑿を、介護医療院が行う短期入所療養介護に

係る室料相当額の控除については８の⒃を準用する。 

※８の(16)は、P9を参照 
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介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

 

注８（新） 

Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）のⅡ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）、 

Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）のⅡ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）及び 

Ⅱ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）のⅡ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ⅱ） 

並びにⅡ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費（ⅱ）について、 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する介護医療院である指定介護予防短期入所療養介護事業所については、 

室料相当額控除として、１日につき２６単位を所定単位数から控除する。 
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老企４０第２の８⑾② 室料相当額控除について 

令和７年８月以降、当該介護医療院の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以上である場合、多床室の利用者に係

るⅡ型介護医療院介護予防短期入所療養介護費及びⅡ型特別介護医療院介護予防短期入所療養介護費について、室料相当額を

控除することとする。なお、療養室に係る床面積の合計については、内法による測定とすること。 
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長崎県長寿社会課へ加算・減算の届け出が必要。（新たな項目が追加されるため。） 

（該当・非該当ともに届出の提出は必要になります。） 

 

別紙２ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 

別紙 1-1 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（居宅サービス・施設サービス） 

別紙 1-2 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（介護予防サービス）※介護予防短期入所療養介護のみ 

長崎県参考様式付表【室料相当額控除】 

提出期限 令和７年７月１５日まで（消印有効）    提出方法 電子申請システム または 郵送 

 

問合せ先 

長崎県 福祉保健部 長寿社会課 施設・介護サービス班 

 〒850-8570 長崎県長崎市尾上町 3-1 

 電話 095-895-2436(直通)  


